
 新潟市消防関係手数料条例をここに公布する。 

  平成２２年３月２３日 

                             新潟市長 篠田 昭 

新潟市条例第３号 

   新潟市消防関係手数料条例 

 （趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定により徴収する手数料

のうち，消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。），火薬類取締法（

昭和２５年法律第１４９号），石油コンビナート等災害防止法（昭和５０年法律第８４

号）及び新潟市火災予防条例（昭和３７年新潟市条例第１２号）に規定する消防関係事

務に係る手数料については，この条例の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は，法，火薬類取締法，石油コンビナート等災害

防止法及び新潟市火災予防条例において使用する用語の例による。 

 （手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第３条 手数料を徴収する事務及び手数料の額は，別表に掲げるとおりとする。 

 （手数料の納入時期及び納入義務者） 

第４条 手数料は，別表の左欄に掲げる手数料を徴収する事務に係る申請又は申出をする

際に，当該申請又は申出をする者がこれを納入しなければならない。 

 （手数料の免除） 

第５条 市長は，公益上，その他特に必要があると認めるときは，手数料の全部又は一部

を免除することができる。 

 （手数料の不還付） 

第６条 既納の手数料は，還付しない。ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，

この限りでない。 



 （その他） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は，平成２２年４月１日から施行する。 

別表（第３条，第４条関係） 

手数料を徴収する事務 手数料の額（１件につき） 

１ 法第１０条第１項ただ

し書の規定による指定数

量以上の危険物を仮に貯

蔵し，又は取り扱う場合

の承認の申請に対する審

査 

５，４００円 

２ 法第１１条第１項前段

の規定による製造所の設

置の許可の申請に対する

審査 

（１） 指定数量の倍数が１０以下の製造所の設置の許

可の申請に係る審査 ３９，０００円 

（２） 指定数量の倍数が１０を超え５０以下の製造所

の設置の許可の申請に係る審査 ５２，０００円 

（３） 指定数量の倍数が５０を超え１００以下の製造

所の設置の許可の申請に係る審査 ６６，０００円 

（４） 指定数量の倍数が１００を超え２００以下の製

造所の設置の許可の申請に係る審査 ７７，０００円

（５） 指定数量の倍数が２００を超える製造所の設置

の許可の申請に係る審査 ９１，０００円 

３ 法第１１条第１項前段 （１） 屋内貯蔵所（危険物の規制に関する政令（昭和

 



 の規定による貯蔵所の設

置の許可の申請に対する

審査 

 ３４年政令第３０６号。以下「危政令」という。）第

２条第１号に規定する屋内貯蔵所をいう。以下同じ。

 ）の設置の許可の申請に係る審査 次に掲げる屋内貯

蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 ア 指定数量の倍数が１０以下の屋内貯蔵所 ２０，

０００円 

 イ 指定数量の倍数が１０を超え５０以下の屋内貯蔵

所 ２６，０００円 

 ウ 指定数量の倍数が５０を超え１００以下の屋内貯

蔵所 ３９，０００円 

 エ 指定数量の倍数が１００を超え２００以下の屋内

貯蔵所 ５２，０００円 

 オ 指定数量の倍数が２００を超える屋内貯蔵所 ６

６，０００円 

（２） 屋外タンク貯蔵所（特定屋外タンク貯蔵所（危

政令第８条の２の３第３項に規定する特定屋外タンク

貯蔵所をいう。以下同じ。），準特定屋外タンク貯蔵

所（危政令第１１条第１項第３号の３に規定する準特

定屋外タンク貯蔵所をいう。以下同じ。）及び岩盤タ

ンク（危政令第８条の２第３項第１号に規定する岩盤

タンクをいう。以下同じ。）に係る屋外タンク貯蔵所

を除く。以下この号において同じ。）の設置の許可の

申請に係る審査 次に掲げる屋外タンク貯蔵所の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

 



  ア 指定数量の倍数が１００以下の屋外タンク貯蔵所

   ２０，０００円 

 イ 指定数量の倍数が１００を超え１０，０００以下

の屋外タンク貯蔵所 ２６，０００円 

 ウ 指定数量の倍数が１０，０００を超える屋外タン

ク貯蔵所 ３９，０００円 

（３） 準特定屋外タンク貯蔵所（岩盤タンクに係る屋

外タンク貯蔵所を除く。）の設置の許可の申請に係る

審査 ５８０，０００円 

（４） 特定屋外タンク貯蔵所（特定屋外貯蔵タンク（

危政令第１１条第１項第３号の２に規定する特定屋外

貯蔵タンクをいう。以下同じ。）で浮き屋根を有する

もののうち危険物の規制に関する規則（昭和３４年総

理府令第５５号。以下「危規則」という。）第２０条

の４第２項第３号に定める構造を有する特定屋外貯蔵

タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所（以下「浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所」という。）及び岩盤タンク

に係る屋外タンク貯蔵所を除く。以下この号において

同じ。）の設置の許可の申請に係る審査 次に掲げる

特定屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

 ア 危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル

以上５，０００キロリットル未満の特定屋外タンク

貯蔵所 ９００，０００円 

 



  イ 危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリットル

以上１０，０００キロリットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 １，０９０，０００円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が１０，０００キロリット

ル以上５０，０００キロリットル未満の特定屋外タ

ンク貯蔵所 １，２１０，０００円 

 エ 危険物の貯蔵最大数量が５０，０００キロリット

ル以上１００，０００キロリットル未満の特定屋外

タンク貯蔵所 １，５４０，０００円 

 オ 危険物の貯蔵最大数量が１００，０００キロリッ

トル以上２００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 １，８００，０００円 

 カ 危険物の貯蔵最大数量が２００，０００キロリッ

トル以上３００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 ４，２３０，０００円 

 キ 危険物の貯蔵最大数量が３００，０００キロリッ

トル以上４００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 ５，５９０，０００円 

 ク 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上の特定屋外タンク貯蔵所 ６，９１０，０

００円 

（５） 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可

の申請に係る審査 次に掲げる浮き屋根式特定屋外タ

ンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 



  ア 危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル

以上５，０００キロリットル未満の浮き屋根式特定

屋外タンク貯蔵所 １，２３０，０００円 

 イ 危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリットル

以上１０，０００キロリットル未満の浮き屋根式特

定屋外タンク貯蔵所 １，４６０，０００円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が１０，０００キロリット

ル以上５０，０００キロリットル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所 １，６３０，０００円 

 エ 危険物の貯蔵最大数量が５０，０００キロリット

ル以上１００，０００キロリットル未満の浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所 ２，０１０，０００円 

 オ 危険物の貯蔵最大数量が１００，０００キロリッ

トル以上２００，０００キロリットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯蔵所 ２，３３０，０００円

 カ 危険物の貯蔵最大数量が２００，０００キロリッ

トル以上３００，０００キロリットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯蔵所 ４，７６０，０００円

 キ 危険物の貯蔵最大数量が３００，０００キロリッ

トル以上４００，０００キロリットル未満の浮き屋

根式特定屋外タンク貯蔵所 ６，１２０，０００円

 ク 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上の浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所 ７，

４４０，０００円 

 



 （６） 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置の許

可の申請に係る審査 次に掲げる岩盤タンクに係る屋

外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定める額

 ア 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル未満の岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所 ６

  ，３２０，０００円 

 イ 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上５００，０００キロリットル未満の岩盤タ

ンクに係る屋外タンク貯蔵所 ７，９７０，０００

円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が５００，０００キロリッ

トル以上の岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所 １

１，８００，０００円 

（７） 屋内タンク貯蔵所（危政令第２条第３号に規定

する屋内タンク貯蔵所をいう。）の設置の許可の申請

に係る審査 ２６，０００円 

（８） 地下タンク貯蔵所（危政令第２条第４号に規定

する地下タンク貯蔵所をいう。以下同じ。）の設置の

許可の申請に係る審査 次に掲げる地下タンク貯蔵所

の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 ア 指定数量の倍数が１００以下の地下タンク貯蔵所

   ２６，０００円 

 イ 指定数量の倍数が１００を超える地下タンク貯蔵

所 ３９，０００円 

 



 （９） 簡易タンク貯蔵所（危政令第２条第５号に規定

する簡易タンク貯蔵所をいう。）の設置の許可の申請

に係る審査 １３，０００円 

（１０） 移動タンク貯蔵所（次号に規定する移動タン

ク貯蔵所を除く。）の設置の許可の申請に係る審査 

 ２６，０００円 

（１１） 積載式移動タンク貯蔵所（危政令第１５条第

２項に規定する積載式移動タンク貯蔵所をいう。）又

は航空機若しくは船舶の燃料タンクに直接給油するた

めの給油設備を備えた移動タンク貯蔵所の設置の許可

の申請に係る審査 ３９，０００円 

（１２） 屋外貯蔵所（危政令第２条第７号に規定する

屋外貯蔵所をいう。）の設置の許可の申請に係る審査

  １３，０００円 

４ 法第１１条第１項前段

の規定による取扱所の設

置の許可の申請に対する

審査 

（１） 給油取扱所（危政令第３条第１号に規定する給

油取扱所をいう。）（屋内給油取扱所（危政令第１７

条第２項に規定する屋内給油取扱所をいう。以下同じ

 。）を除く。）の設置の許可の申請に係る審査 ５２

 ，０００円 

（２） 屋内給油取扱所の設置の許可の申請に係る審査

  ６６，０００円 

（３） 第一種販売取扱所（危政令第３条第２号イに規

定する第一種販売取扱所をいう。）の設置の許可の申

請に係る審査 ２６，０００円 

 



 （４） 第二種販売取扱所（危政令第３条第２号ロに規

定する第二種販売取扱所をいう。）の設置の許可の申

請に係る審査 ３３，０００円 

（５） 移送取扱所の設置の許可の申請に係る審査 次

に掲げる移送取扱所の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額 

 ア 危険物を移送するための配管の延長（当該配管の

起点又は終点が２以上ある場合には，任意の起点か

ら任意の終点までの当該配管の延長のうち最大のも

の。以下同じ。）が１５キロメートル以下の移送取

扱所（危険物を移送するための配管に係る最大常用

圧力が０．９５メガパスカル以上のものであって，

かつ，危険物を移送するための配管の延長が７キロ

メートル以上のものを除く。） ２１，０００円 

 イ 危険物を移送するための配管に係る最大常用圧力

が０．９５メガパスカル以上であって，かつ，危険

物を移送するための配管の延長が７キロメートル以

上１５キロメートル以下の移送取扱所 ８７，００

０円 

 ウ 危険物を移送するための配管の延長が１５キロメ

ートルを超える移送取扱所 ８７，０００円に，危

険物を移送するための配管の延長の１５キロメート

ルを超える部分について，１５キロメートル又は１

５キロメートルに満たない端数を増すごとに２２，

 



   ０００円を加えた額 

（６） 一般取扱所（危政令第３条第４号に規定する一

般取扱所をいう。以下同じ。）の設置の許可の申請に

係る審査 次に掲げる一般取扱所の区分に応じ，それ

ぞれ次に定める額 

 ア 指定数量の倍数が１０以下の一般取扱所 ３９，

０００円 

 イ 指定数量の倍数が１０を超え５０以下の一般取扱

所 ５２，０００円 

 ウ 指定数量の倍数が５０を超え１００以下の一般取

扱所 ６６，０００円 

 エ 指定数量の倍数が１００を超え２００以下の一般

取扱所 ７７，０００円 

 オ 指定数量の倍数が２００を超える一般取扱所 ９

１，０００円 

５ 法第１１条第１項後段

の規定による製造所の位

置，構造又は設備の変更

の許可の申請に対する審

査 

２の項各号に規定する製造所の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額の２分の１に相当する額 

６ 法第１１条第１項後段

の規定による貯蔵所の位

置，構造又は設備の変更

の許可の申請に対する審 

（１） 特定屋外タンク貯蔵所，準特定屋外タンク貯蔵

所及び岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所にあっては

 ，次に掲げる屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞ

れ次に定める場合には，３の項第２号アからウまでに

 



 査  掲げる屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ同号

アからウまでに定める額の２分の１に相当する額 

 ア 特定屋外タンク貯蔵所及び準特定屋外タンク貯蔵

所（岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。ア

において同じ。） 屋外貯蔵タンク（危政令第１１

条第１項第１号の２に規定する屋外貯蔵タンクをい

う。）のタンク本体並びに基礎及び地盤（地中タン

ク（危規則第４条第３項第４号に規定する地中タン

クをいう。）に係る特定屋外タンク貯蔵所及び準特

定屋外タンク貯蔵所にあってはタンク本体及び地盤

  ，海上タンク（危規則第３条第２項第１号に規定す

る海上タンクをいう。）に係る特定屋外タンク貯蔵

所及び準特定屋外タンク貯蔵所にあってはタンク本

体及び定置設備（危規則第４条第３項第６号の２に

規定する定置設備をいう。以下同じ。）（定置設備

の地盤を含む。））の変更以外の変更に係る法第１

１条第１項後段の規定による変更の許可の申請（以

下この項において「変更許可申請」という。）に係

る審査の場合 

 イ 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所 岩盤タンク

のタンク本体の変更以外の変更に係る変更許可申請

に係る審査の場合 

 ウ 危険物の規制に関する政令等の一部を改正する政

令（平成６年政令第２１４号。以下「６年政令」と

 



   いう。）附則第７項に規定する旧基準の特定屋外タ

ンク貯蔵所（同項第１号括弧書に規定するものに限

る。） 当該旧基準の特定屋外タンク貯蔵所におけ

る危険物の貯蔵及び取扱いを再開する日の前日（そ

の日前に当該旧基準の特定屋外タンク貯蔵所の構造

及び設備が６年政令附則第２項第１号に規定する新

基準（以下「６年新基準」という。）に適合するこ

ととなった場合にあっては，当該適合することとな

った日）までに行われた変更許可申請（当該旧基準

の特定屋外タンク貯蔵所の構造及び設備を６年新基

準に適合させるためのもの並びに浮き屋根式特定屋

外タンク貯蔵所の浮き屋根に係るものを除く。）に

係る審査の場合 

 エ ６年政令附則第７項に規定する旧基準の特定屋外

タンク貯蔵所（同項第２号に掲げるものに限る。）

   平成２５年１２月３１日（同号括弧書に規定する

旧基準の特定屋外タンク貯蔵所にあっては，当該旧

基準の特定屋外タンク貯蔵所における危険物の貯蔵

及び取扱いを再開する日の前日）（その日前に当該

旧基準の特定屋外タンク貯蔵所の構造及び設備が６

年新基準に適合することとなった場合にあっては，

当該適合することとなった日）までに行われた変更

許可申請（当該旧基準の特定屋外タンク貯蔵所の構

造及び設備を６年新基準に適合させるためのもの並

 



   びに浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所の浮き屋根に

係るものを除く。）に係る審査の場合 

 オ 危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令

（平成１１年政令第３号。以下「１１年政令」とい

う。）附則第２項に規定する旧基準の準特定屋外タ

ンク貯蔵所（同項第１号に掲げるものに限る。） 

  平成２９年３月３１日（同号括弧書に規定する旧基

準の準特定屋外タンク貯蔵所にあっては，当該旧基

準の準特定屋外タンク貯蔵所における危険物の貯蔵

及び取扱いを再開する日の前日）（その日前に当該

旧基準の準特定屋外タンク貯蔵所の構造及び設備が

１１年政令附則第２項に規定する新基準（以下「１

１年新基準」という。）に適合することとなった場

合にあっては，当該適合することとなった日）まで

に行われた変更許可申請（当該旧基準の準特定屋外

タンク貯蔵所の構造及び設備を１１年新基準に適合

させるためのものを除く。）に係る審査の場合 

（２） その他の貯蔵所にあっては，３の項各号に規定

する貯蔵所の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める

額の２分の１に相当する額 

７ 法第１１条第１項後段

の規定による取扱所の位

置，構造又は設備の変更

の許可の申請に対する審 

４の項各号に規定する取扱所の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額の２分の１に相当する額 

 



 査  

８ 法第１１条第５項に規

定する製造所の設置の許

可に係る完成検査 

２の項各号に規定する製造所の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額の２分の１に相当する額 

９ 法第１１条第５項に規

定する貯蔵所の設置の許

可に係る完成検査 

（１） 屋外タンク貯蔵所にあっては，３の項第２号ア

からウまでに掲げる屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，

それぞれ同号アからウまでに定める額の２分の１に相

当する額 

（２） その他の貯蔵所にあっては，３の項各号に規定

する貯蔵所の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める

額の２分の１に相当する額 

１０ 法第１１条第５項に

規定する取扱所の設置の

許可に係る完成検査 

４の項各号に規定する取扱所の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額の２分の１に相当する額 

１１ 法第１１条第５項に

規定する製造所の位置，

構造又は設備の変更の許

可に係る完成検査 

２の項各号に規定する製造所の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額の４分の１に相当する額 

１２ 法第１１条第５項に

規定する貯蔵所の位置，

構造又は設備の変更の許

可に係る完成検査 

（１） 屋外タンク貯蔵所にあっては，３の項第２号ア

からウまでに掲げる屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，

それぞれ同号アからウまでに定める額の４分の１に相

当する額 

（２） その他の貯蔵所にあっては，３の項各号に規定

する貯蔵所の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める

 



  額の４分の１に相当する額 

１３ 法第１１条第５項に

規定する取扱所の位置，

構造又は設備の変更の許

可に係る完成検査 

４の項各号に規定する取扱所の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額の４分の１に相当する額 

１４ 法第１１条第５項た

だし書の規定による製造

所，貯蔵所又は取扱所の

仮使用の承認の申請に対

する審査 

５，４００円 

１５ 法第１１条の２第１

項に規定する製造所，貯

蔵所又は取扱所の設置の

許可に係る完成検査前検

査 

（１） 水張検査（危政令第８条の２第５項に規定する

水張検査をいう。１６の項において同じ。） 次に掲

げるタンクの区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 ア 容量１０，０００リットル以下のタンク ６，０

００円 

 イ 容量１０，０００リットルを超え１，０００，０

００リットル以下のタンク １１，０００円 

 ウ 容量１，０００，０００リットルを超え２，００

０，０００リットル以下のタンク １５，０００円

 エ 容量２，０００，０００リットルを超えるタンク

   １５，０００円に，容量の２，０００，０００リ

ットルを超える部分について，１，０００，０００

リットル又は１，０００，０００リットルに満たな

い端数を増すごとに４，４００円を加えた額 

 



 （２） 水圧検査（危政令第８条の２第５項に規定する

水圧検査をいう。１６の項において同じ。） 次に掲

げるタンクの区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 ア 容量６００リットル以下のタンク ６，０００円

 イ 容量６００リットルを超え１０，０００リットル

以下のタンク １１，０００円 

 ウ 容量１０，０００リットルを超え２０，０００リ

ットル以下のタンク １５，０００円 

 エ 容量２０，０００リットルを超えるタンク １５

  ，０００円に，容量の２０，０００リットルを超え

る部分について，１０，０００リットル又は１０，

０００リットルに満たない端数を増すごとに４，４

００円を加えた額 

（３） 基礎・地盤検査（危政令第８条の２第５項に規

定する基礎・地盤検査をいう。以下同じ。） 次に掲

げる特定屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ次

に定める額 

 ア 危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル

以上５，０００キロリットル未満の特定屋外タンク

貯蔵所 ４５０，０００円 

 イ 危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリットル

以上１０，０００キロリットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 ５９０，０００円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が１０，０００キロリット

 



   ル以上５０，０００キロリットル未満の特定屋外タ

ンク貯蔵所 ７７０，０００円 

 エ 危険物の貯蔵最大数量が５０，０００キロリット

ル以上１００，０００キロリットル未満の特定屋外

タンク貯蔵所 １，０１０，０００円 

 オ 危険物の貯蔵最大数量が１００，０００キロリッ

トル以上２００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 １，１４０，０００円 

 カ 危険物の貯蔵最大数量が２００，０００キロリッ

トル以上３００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 １，７６０，０００円 

 キ 危険物の貯蔵最大数量が３００，０００キロリッ

トル以上４００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 ２，０００，０００円 

 ク 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上の特定屋外タンク貯蔵所 ２，２３０，０

００円 

（４） 溶接部検査（危政令第８条の２第５項に規定す

る溶接部検査をいう。以下同じ。） 次に掲げる特定

屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

 ア 危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル

以上５，０００キロリットル未満の特定屋外タンク

貯蔵所 ５４０，０００円 

 



  イ 危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリットル

以上１０，０００キロリットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 ６９０，０００円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が１０，０００キロリット

ル以上５０，０００キロリットル未満の特定屋外タ

ンク貯蔵所 １，０４０，０００円 

 エ 危険物の貯蔵最大数量が５０，０００キロリット

ル以上１００，０００キロリットル未満の特定屋外

タンク貯蔵所 １，４４０，０００円 

 オ 危険物の貯蔵最大数量が１００，０００キロリッ

トル以上２００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 １，８１０，０００円 

 カ 危険物の貯蔵最大数量が２００，０００キロリッ

トル以上３００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 ３，４９０，０００円 

 キ 危険物の貯蔵最大数量が３００，０００キロリッ

トル以上４００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 ４，２８０，０００円 

 ク 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上の特定屋外タンク貯蔵所 ４，８９０，０

００円 

（５） 岩盤タンク検査（危政令第８条の２第５項に規

定する岩盤タンク検査をいう。以下同じ。） 次に掲

げる屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定

 



  める額 

 ア 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル未満の屋外タンク貯蔵所 １０，０００，００

０円 

 イ 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上５００，０００キロリットル未満の屋外タ

ンク貯蔵所 １３，６００，０００円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が５００，０００キロリッ

トル以上の屋外タンク貯蔵所 １８，７００，００

０円 

１６ 法第１１条の２第１

項に規定する製造所，貯

蔵所又は取扱所の位置，

構造又は設備の変更の許

可に係る完成検査前検査 

（１） 水張検査 １５の項第１号アからエまでに掲げ

るタンクの区分に応じ，それぞれ同号アからエまでに

定める額と同一の額 

（２） 水圧検査 １５の項第２号アからエまでに掲げ

るタンクの区分に応じ，それぞれ同号アからエまでに

定める額と同一の額 

（３） 基礎・地盤検査 １５の項第３号アからクまで

に掲げる特定屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞ

れ同号アからクまでに定める額の２分の１に相当する

額 

（４） 溶接部検査 １５の項第４号アからクまでに掲

げる特定屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ同

号アからクまでに定める額の２分の１に相当する額 

（５） 岩盤タンク検査 １５の項第５号アからウまで

 



  に掲げる屋外タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ同

号アからウまでに定める額の２分の１に相当する額 

１７ 法第１４条の３第１

項又は第２項に規定する

屋外タンク貯蔵所又は移

送取扱所の保安に関する

検査 

（１） 特定屋外タンク貯蔵所（岩盤タンクに係る特定

屋外タンク貯蔵所を除く。以下この号において同じ。

 ）の保安に関する検査 次に掲げる特定屋外タンク貯

蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 ア 危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル

以上５，０００キロリットル未満の特定屋外タンク

貯蔵所 ３４０，０００円 

 イ 危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリットル

以上１０，０００キロリットル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 ４５０，０００円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が１０，０００キロリット

ル以上５０，０００キロリットル未満の特定屋外タ

ンク貯蔵所 ７９０，０００円 

 エ 危険物の貯蔵最大数量が５０，０００キロリット

ル以上１００，０００キロリットル未満の特定屋外

タンク貯蔵所 １，０１０，０００円 

 オ 危険物の貯蔵最大数量が１００，０００キロリッ

トル以上２００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 １，２７０，０００円 

 カ 危険物の貯蔵最大数量が２００，０００キロリッ

トル以上３００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 ３，１１０，０００円 

 



  キ 危険物の貯蔵最大数量が３００，０００キロリッ

トル以上４００，０００キロリットル未満の特定屋

外タンク貯蔵所 ３，８１０，０００円 

 ク 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上の特定屋外タンク貯蔵所 ４，４００，０

００円 

（２） 岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所の保安

に関する検査 次に掲げる岩盤タンクに係る特定屋外

タンク貯蔵所の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 ア 危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリットル

以上４００，０００キロリットル未満の岩盤タンク

に係る特定屋外タンク貯蔵所 ２，９２０，０００

円 

 イ 危険物の貯蔵最大数量が４００，０００キロリッ

トル以上５００，０００キロリットル未満の岩盤タ

ンクに係る特定屋外タンク貯蔵所 ３，５００，０

００円 

 ウ 危険物の貯蔵最大数量が５００，０００キロリッ

トル以上の岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所

   ５，２６０，０００円 

（３） 移送取扱所の保安に関する検査 次に掲げる移

送取扱所の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

 ア 危険物を移送するための配管に係る最大常用圧力

が０．９５メガパスカル以上であって，かつ，危険

 



   物を移送するための配管の延長が７キロメートル以

上１５キロメートル以下の移送取扱所 ７０，００

０円 

 イ 危険物を移送するための配管の延長が１５キロメ

ートルを超える移送取扱所 ７０，０００円に，危

険物を移送するための配管の延長の１５キロメート

ルを超える部分について，１５キロメートル又は１

５キロメートルに満たない端数を増すごとに１７，

０００円を加えた額 

１８ 火薬類取締法第２５

条第１項の規定による煙

火の消費の許可の申請に

対する審査 

７，９００円 

１９ 石油コンビナート等

災害防止法第１５条第２

項に規定する特定防災施

設等の検査 

（１） 流出油等防止堤の検査 ５３，０００円にその

延長１キロメートル又は１キロメートルに満たない端

数を増すごとに２６，０００円を加えた額 

（２） 消火栓を有し，かつ，貯水槽を有しない消火用

屋外給水施設（石油コンビナート等における特定防災

施設等及び防災組織等に関する省令（昭和５１年自治

省令第１７号）第１条に規定する消火用屋外給水施設

をいう。以下同じ。）の検査 ３８，０００円に配管

の延長１キロメートル又は１キロメートルに満たない

端数を増すごとに８，５００円を加えた額 

（３） 貯水槽を有し，かつ，消火栓を有しない消火用

 



  屋外給水施設の検査 ２２，０００円に貯水槽１基に

つき４，５００円を加えた額 

（４） 消火栓及び貯水槽を有する消火用屋外給水施設

の検査 ４６，０００円に配管の延長１キロメートル

又は１キロメートルに満たない端数を増すごとに８，

５００円及び貯水槽１基につき４，５００円を加えた

額 

２０ 新潟市火災予防条例

第５２条に規定する危険

物又は指定可燃物を貯蔵

し，又は取り扱うタンク

の製造又は設置に係る水

張検査又は水圧検査 

（１） 水張検査 次に掲げるタンクの区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

 ア 容量１０，０００リットル以下のタンク ６，０

００円 

 イ 容量１０，０００リットルを超えるタンク １１ 

  ，０００円 

（２） 水圧検査 次に掲げるタンクの区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

 ア 容量６００リットル以下のタンク ６，０００円

 イ 容量６００リットルを超えるタンク １１，００

０円 

 


